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１－はじめに

1.1－2004年宗教的標章着用禁止法の制定
　政教分離を意味するライシテ（laïcité）の原則を憲
法典に掲げるフランスでは、公立学校でスカーフ等の
着用を禁止する2004年宗教的標章着用禁止法1（以下、
2004年法という。）が制定され、今日に至っている。
「自由、平等、博愛」の精神を掲げるフランス共和国
の理念の下で、第三共和制期以前から多くの移民を受
け入れてきたフランスの移民政策に転機が訪れたのは、
石油危機によって国内失業率が上昇した1974年のこと
である。当時の大統領であったジスカール・デスタン
（Giscard d'Estaing）が労働需要を確保するために移民
の新規受入れを停止した一方2、すでにフランスに滞在
している移民の家族の合流は認められたため、それまで
単身者の割合が高かった移民の家族の呼び寄せが始まっ
た。この家族の呼び寄せによって移民の定住化は顕著な
ものとなり3、以降、フランスでは移民との共生をめぐ
る課題が顕在化するようになる。公立学校におけるイス
ラム教徒のスカーフ着用問題（以下、イスラム・スカー
フ問題という。）は、第三共和制期以降のライシテの原
則の下で、宗教的マイノリティであるイスラム系移民の
宗教的自由をいかに保障することができるのかという、
移民との多文化共生をめぐる最たる問題の１つであっ
た。
　イスラム・スカーフ問題は、1989年10月にパリ郊外
の北部に位置するオワーズ（Oise）県クレイユ（Creil）
市にある公立のコレージュ（collège）4で起こった事件に
端を発する。イスラム教徒である３人のモロッコ出身移
民の女子生徒がスカーフを着用して学校に登校したこと
が公教育のライシテの原則に反するとして停学処分が下

された事件である5。
　1989年にこの事件がメディアにより大々的に報じら
れて以降、イスラム教徒側からは、同様の理由にもとづ
いて下された停学・退学処分に対し、その適法性をめぐ
る行政訴訟が相次いで提起されるようになる。2004年
法の制定に至るまで同種の訴訟が提起され続けた背景に
は、行政最高裁判所であるコンセイユ・デタ（Conseil 
d’ État）6が示してきた判断が宗教的標章の着用禁止を厳
格化する方針を示しつつも、当該着用が許されるか否か
の判断を各学校に委ねてきたという背景がある7。
　もっとも、1990年代のコンセイユ・デタ判決は、公
立学校において一定の要件の下でスカーフの着用を
認め、生徒の宗教的自由を尊重する判断を示したこ
とで、この時期、イスラム・スカーフ問題はひとたび
鎮静化していた8。この問題が再燃するのは2003年の
ことであり、当時の内務大臣であったニコラ・サル
コ ジ（Nicolas Sarközy） が フ ラ ン ス 最 大 規 模 の イ ス
ラム団体であるイスラム組織連合（UOIF：Union des 
organisations islamiques de France）の大会において身
分証明写真を撮影する際にはスカーフを脱ぐことを義務
づけるとの発言をしたことに端を発する9。2001年のア
メリカ同時多発テロ事件以降、フランス国内でのイスラ
ム教徒への警戒によるイスラムフォビー（Islamphobie）
の高まりもあり、以降、スカーフの着用禁止の法制化に
向けた大論争を巻き起こすこととなった10。
　政府の下に設置された検討委員会（委員長を務めた
ベルナール・スタジ（Bernard Stati）の名を冠してス
タジ委員会と呼ばれる）はライシテをめぐる審議の
結論としてスカーフの着用禁止を法制化する報告書
（スタジ報告書）を提出し11、このスタジ報告書を骨
子 と し て2004年 法 案 が 策 定 さ れ、2004年 １ 月28日

中村学園大学・中村学園大学短期大学部　研究紀要　第52号　2020

フランスにおける2004年宗教的標章着用禁止法制定以降の
移民政策と宗教的自由

橋　本　一　雄

Immigration Policy and Religious Freedom since the enactment of
the 2004 French Law Banning Religious Symbols in Public Schools

Kazuo Hashimoto
（2019年11月27日受理）

執筆者紹介：中村学園大学短期大学部幼児保育学科
別刷請求先：〒814-0198　福岡市城南区別府5-7-1　E-mail：k-hashim@nakamura-u.ac.jp



80

に政府提出法案として国民議会（下院）に提出され
た。当初、政府提出の法案が、宗教的標章の「これ見
よがし（ostensiblement）」12な着用を禁止するもので
あることについて、与党議員よりスタジ報告書の提案
にしたがって政治的・宗教的な所属を「明確にする
（manifestant）」標章の着用を禁止するよう、より包括
的な禁止規定とする修正意見が出されたものの、政府は
憲法及びヨーロッパ人権条約（Convention européenne 
des droits de l’homme）との適合性の観点からこれを拒
否している13。他方で、野党側からの法案の名称及び懲
戒の手続きに先立ち生徒との対話を行うこと等を規定
する修正提案を受け入れた結果、同法案は同年２月10
日に可決され14、その後、元老院（上院）での審議に
付された後、３月３日に可決・成立した。両院で圧倒
的多数の賛成を得た結果、この法律は憲法院（Conseil 
Constitutionnel）への合憲性審査に付されることなく、
３月15日に大統領審署を受け、2004年３月15日の宗教
的標章着用禁止法（第2004-228号）として公布され、
2004年９月の新学期から適用されることとなった。
　2004年法は、教育法典（Code de l`éducation）の第
L.141-5条の次に「公立の学校、コレージュ及びリセに
おいて、生徒がこれ見よがしとなるように自己の宗教へ
の所属を表明する標章を着用することを禁止する」とす
る条項（第 L.141-5-1条）を追加する法律である。この
条項の新設によって、フランスの公立学校においてはス
カーフ等の宗教的標章の着用が禁止され、今日に至って
いる。
1.2－問題の所在
　上記の2004年法に対しては、宗教的マイノリティの
宗教的自由を抑圧するものとして憲法学や国際人権法上
の観点からの厳しい非難が寄せられてきた15。2004年
法はフランスの当時の違憲審査制度の特質から合憲性審
査に付されておらず、また、法案作成段階においてヨー
ロッパ人権条約との適合性も確認されていたことに加
え16、当時、トルコのスカーフの着用問題について下さ
れたヨーロッパ人権裁判所（CEDH：Cour européenne 
des droits de l'homme）の判決17が各国の伝統に照らし
たライシテの解釈を尊重する姿勢を示したこと等から、
国内外からの批判がある一方で、2000年代後半には
2004年法に関する理論研究は停滞した18。
　この問題が再び議論の俎上にあがったのはサルコジ政
権で推し進められた選択的移民政策と2010年のブルカ
禁止法が制定された折である。以降、サルコジ政権にお
ける移民政策に抗うように、イスラム系移民が自らの宗
教的自由の実践を求めて独自の私立学校の設置・運営を
進めてきたことも契機となり、フランス社会におけるイ
スラム系移民の「統合」と「分離」の側面は、今日、な

お一層顕在化しつつあるように見受けられる19。
　本稿では、2004年法の施行以降、とりわけ、公共空
間において顔を隠す衣服の着用を禁じた2010年ブルカ
禁止法制定以降のフランスにおける宗教的自由とライシ
テをめぐる状況について考察する。
1.3－本稿の構成
　本稿の構成は以下のとおりである。
　次章である２では、フランスにおける2004年法の法
的正統性をめぐる論点について検討する。後述するよう
に、議会優位の権力分立制を伝統としてきたフランスで
は、法律の合憲性を問う手段は限定的であり、2004年
法もこうした憲法訴訟の制度的特質から合憲性審査には
付されていない。しかしながら、国際人権保障の潮流の
中で、フランスにおいても、1970年代以降の違憲立法
審査機関である憲法院の活性化や2000年代の憲法改正
によって、法律を事後的に合憲性審査に付す方途が確立
されるようになった。ここでは、2004年法の合憲性及
びヨーロッパ人権条約との適合性をめぐる論点について
検討する。
　３では、2004年法をめぐる議論が再燃することと
なった2010年ブルカ禁止法をめぐる憲法院及びヨー
ロッパ人権裁判所の判断について検討する。フランスの
国内裁判所の判決は、1990年代以降、ヨーロッパ人権
裁判所の判例の影響を受けており、2010年ブルカ禁止
法についてもこの傾向は同様である。ここでは、2010
年ブルカ禁止法のヨーロッパ人権条約との適合性を認め
たヨーロッパ人権裁判所の判断とともに、同法を合憲
と判断した際に憲法院が採用した新たな「公序（ordre 
public）」の概念について考察する。
　そして、４では、2004年法の制定以降に問題となっ
た、私立保育施設職員のスカーフ着用問題が争われた
Baby Loup 事 件 に お け る 破 棄 院（Cour de Cassation）
の判断を概説した後、５では、2010年以降、増設の傾
向が顕著となったフランスのイスラム学校の現況を紹介
し、2004年法制定以降のフランスにおける移民政策と
宗教的自由をめぐる状況を概括することとしたい。

２－2004年法以降の宗教的マイノリティの宗
教的自由をめぐる法的判断

2.1－フランスにおける違憲立法審査制度の改正
　前述のとおり、2004年法は議会における圧倒的多数
の支持を得て成立したことで違憲立法審査機関である憲
法院による合憲性審査には付されず施行されるに至っ
た20。三権分立の中でも議会の優位（法律中心主義：
légicentrisme）を伝統としてきたフランスにおいて、法
律の有効性を争うには２つの方法があり、１つはこの
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違憲立法審査機関である憲法院に提訴する方法である。
1958年の第五共和制憲法の下で、フランスの憲政史上
初めての違憲立法審査機関として設置された憲法院21へ
の提訴権者は、1974年10月29日の法律22にもとづく憲
法改正（第61条第２項の改正）により、それまでの大
統領、首相及び国会の両院議長とともに、両院、すな
わち下院である国民議会（Assemblée nationale）又は
上院たる元老院（Sénat）のいずれかの院において議員
60人が賛同した場合にも合憲性審査の提訴権者となり
うることとなった23。この点で、議会において多数の賛
成を得ていた2004年法は、国会議員による提訴もなさ
れなかった結果、憲法院での合憲性審査には付されるこ
となく施行されたのである。これは、2004年法の施行
段階において、憲法院による違憲審査制度が所定の請求
権者からの請求にもとづいて、大統領の審署の前に行わ
れるものと限定されていたためである。しかしながら、
2008年７月23日の憲法改正によって憲法には第61条の
１条項が新設され24、これによって違憲審査制度として
新たに QPC（合憲性の優先問題：Question Prioritaire 
de constitutionalité）と呼ばれる事後審査制度が導入さ
れた25。
　当該憲法改正は、係争中の裁判において問題となる
法律が憲法で保障された権利を侵害していると原告が
主張する場合、コンセイユ・デタ（Conseil d’État）又
は破棄院（Cour de Cassation）からの移送にもとづい
て、憲法院が当該問題の申し立てを受けることを定めた
ものであり（憲法第61条の１）26、国民が直接かつ事後
的に合憲性審査を請求できることを定めた憲法改正であ
る27。この憲法改正の適用に関する組織法律28が施行さ
れた2010年３月１日以降は、具体的な争訟の過程でコ
ンセイユ・デタ又は破棄院から移送を受けた場合、事後
的に、憲法院において法律の合憲性審査を行うことが手
続き上可能となった。
　しかしながら、本稿執筆段階において2004年法自体
の合憲性に関する憲法院の直接の判断は示されていな
い。その背景には2010年10月にフランスで成立した公
共空間において顔を衣類によって隠すことを禁じる法
律29（以下、2010年ブルカ禁止法という。）に関して、
憲法院が合憲とする判断を下した判例の法理がある30。
この法律は公共空間において覆面となる衣服を着用する
ことを禁止する法律であり、憲法院の同法に対する合憲
判断に加え、ヨーロッパ人権裁判所も2010年ブルカ禁
止法のヨーロッパ人権条約との適合性を承認したことか
ら、2004年法の合憲性を争う道も狭められたという背
景である。
2.2－2004年法のヨーロッパ人権条約との適合性
　一方で、2004年法の法的正統性を争う２つめの手段

として、ヨーロッパ人権条約との適合性の審査を求め
て、ヨーロッパ人権裁判所に提訴するという方法があり
うる。ただし、憲法学者の小泉洋一氏によれば、ヨー
ロッパ人権条約（以下、本章において人権条約という。）
との適合性に関しても、同時期に問題となったトルコの
国立大学におけるスカーフの着用問題に関するヨーロッ
パ人権裁判所の判断が下されていることから、適合性が
否認される可能性は極めて低いと指摘されている31。こ
の事件は、トルコの国立イスタンブール大学に通う女子
学生がスカーフを着用して講義に出席していたところ、
1998年２月23日に同大学が学長名でスカーフを着用し
た学生の講義への出席を禁ずる通達を発出し、引き続き
講義に出席していた女子学生に対し1999年５月26日付
で停学処分を下した事件である32。
　原告女性は処分の取消を求めて行政訴訟を提起した
ものの、行政最高裁判所である国家評議会（Danıştay）
33は2000年９月28日に原告の訴えを棄却したため、本
件処分の人権条約適合性の審査を求めてヨーロッパ人権
裁判所に提訴した。同裁判所（第４小法廷）は、2004
年６月29日に本件処分の条約適合性を認め原告の請求
を棄却したものの、原告の請求にもとづいて引き続き大
法廷での審理に付されることとなった34。これを受けた
2005年11月10日の大法廷判決でも本件処分の条約適合
性は認められ、原告の訴えは棄却されている。
　そのうえで、小泉氏は、フランスの憲法院が取り扱っ
た2004年のヨーロッパ憲法条約の合憲性の審査に際し
て、上記のトルコのスカーフ問題に関する判断を下した
ヨーロッパ人権裁判所の両判決が参照されていることの
意義を指摘する35。すなわち、憲法院は、ヨーロッパ憲
法条約の合憲性を認めた2004年11月19日の判決36にお
いて次のように判示している。「（1989年３月７日のト
ルコ憲法裁判所の判断は）民主的諸価値を保障するライ
シテが自由と平等の接合点であると考えた。この原則
は、ある特定の宗教又は信仰に対し偏愛を示すことを国
に禁止することで国を公平な審判者の役割に導き、国民
の宗教的自由及び良心の自由を保障するものである。こ
の原則は国の恣意的な介入（ngérences arbitraires de l’ 
État）のみならず、過激集団から発せられる外的な圧力
に対しても個人を保護することを目的とする。同裁判所
によれば、宗教を表明する自由はこれらの原則及び価値
を保持する目的で制限されうる」37（判決文 §113）と
する判断である。
　このフランス憲法院の判決は、前述した2004年６月
29日のヨーロッパ人権裁判所（第４小法廷）の判決が
トルコにおける文脈でライシテの原則が解釈されるべ
きことを「憲法的伝統」あるいは「国内の伝統」とした
点に着目して参照したものであり、宗教的自由の原則が
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条約締結国の歴史的文脈に即してライシテの原則と調整
されなければならないとの判断を示したものである。コ
ンセイユ・デタ調査官であったクリスティーヌ・モギュ
エ（Christine Maugüé）は、この憲法院判決によって
2004年法の合憲性及び人権条約適合性が確認されたと
の見解を示している38。
2.3－コンセイユ・デタ及び憲法院における2004年法の

法的正統性をめぐる判断
2.3.1－2004年法の人権条約適合性に関するコンセイ

ユ・デタの判断
　2004年法の制定以降、同法の適用をめぐる訴訟の争
点は生徒のスカーフ等の着用が法律に規定された「これ
見よがし（ostensible）」といえるかどうかという点へと
推移しており、この点、トゥールモンドによれば、コン
セイユ・デタはそれまでの「周囲への影響」を考慮する
枠組みから、客観的な着用の状況に着目して、生徒に
とってより制限的な判断を示すようになったと指摘され
ている39。また、2004年法の施行にあたって発出され
た国民教育大臣通達40の人権条約第９条との適合性の審
査を求めた訴訟において、コンセイユ・デタは、2004
年10月８日の判決で2004年法の人権条約適合性を承認
しており、原告の訴えを棄却する判断を下している41。
したがって、憲法改正によって新設された QPC 制度の
下でも、行政訴訟においてコンセイユ・デタが2004年
法自体の合憲性を問うべく憲法院に事件を移送する可能
性は極めて乏しいものといわざるを得ない。
2.3.2－2004年11月19日の憲法院判決
　加えて、憲法院は、ヨーロッパ憲法条約の憲法適合性
を認めた2004年11月19日の判決で前述のレイラ・シャ
ヒン判決を参照し、次のように判示している42。すなわ
ち、ヨーロッパ憲法条約Ⅱ -70条が人権条約第９条と
「同じ意味と範囲（le même sens et la même portée）」
を意味するものであり、（2004年６月29日のヨーロッ
パ人権裁判所第４小法廷の判決を引用する形で）人権条
約第９条はヨーロッパ人権裁判所において「加盟国の憲
法的伝統（tradition constitutionnelle）に調和するよう
に絶えず適用されてきた。同様に、人権裁判所は各国
の多くの憲法的伝統により承認されたライシテの原則
の価値を法的に確認するとともに、礼拝の自由とライ
シテの原則とを調整するため、国内の伝統を考慮して
（compte tenu de leurs traditions nationales）もっとも
適切な措置を決定することについて、国に評価の大き
な余地を残した」（判決文 §18）43（下線は筆者による）
との判断である44。
　ヨーロッパ憲法条約の憲法適合性を審査したこの
2004年11月19日の憲法院判決は、同時に2004年法の
合憲性と人権条約適合性を認めたというだけでなく、以

降の宗教的自由をめぐるフランスの国内政策に法的な正
統性を与えるものとなった。その最たる例が以下に述べ
る2010年ブルカ禁止法をめぐる議論であった。

３－2010年ブルカ禁止法とその法的正統性を
めぐる判断

3.1－2004年法の施行から2010年ブルカ禁止法が提起さ
れるまでの背景

　2004年法施行後の2005年10月27日には、パリ郊外
のクリシー・ス・ボワ（Clichy-sous-Bois）で警察官が
北アフリカ出身の若者３人を追跡した結果、若者が逃げ
込んだ変電所で２人が感電死し、１人が重傷を負うとい
う事件が起こった。この騒動を契機として若者の警察官
に対する投石や車両への放火などの暴動へと発展し、各
地へと飛び火する騒動となった（以下、2005年暴動と
いう。）45。
　2005年暴動の直後から移民政策においても移民に対
しての規制が強化される。まず、2006年７月24日に
は選択的な移民受入制度を定める法律（以下、2006
年移民法という。）46が制定された。この法律は、高度
な技能や能力を有する移民を積極的に受け入れるもの
で、ビザの発給にあたり「能力と才能（compétences et 
talents）」という区分が新設され、更新可能な３年間の
ビザが発給されるなどの高技能人材の受入方針が示され
ることとなる。社会学者の野村佳世氏によれば、こうし
た高技能な移民の受入は、すでに1990年代から同様の
受入を推進してきていたアメリカやイギリス、ドイツ等
との高技能人材の「争奪合戦」としての側面を有してい
た47。
　一方で、同法では、一時滞在者や居住者に対して「受
入・統合契約（CAI：Contrat d'accueil et d'intégration）」
の締結が義務づけられ、フランスの制度や共和国の価値
に関する教育に加え、必要に応じてフランス語教育の受
講が課せられることとなった。しかしながら、当該「受
入・統合契約」の締結は「能力と才能」ビザの対象者等
には要求されず、「フランスに経済的利益をもたらさない」
滞在希望者に対してのみ価値や規範の共有を求めるという
点で、同法は「選別移民法」などと称されている48。
　加えて、2007年11月20日には人の移動及び統合、庇
護に関する法律（法案提出時の移民・統合・国家アイデ
ンティティ及び共同発展大臣であるブリス・オルトフー
（Brice Hortefeux）の名を冠してオルトフー法と呼ば
れる。以下、オルトフー法という。）49が制定され、フラ
ンスに滞在する移民の家族の呼び寄せに際して2006年
移民法で規定された「受入・統合契約」の徹底が図られ
るなど50、移民受入の厳格化が進められた。オルトフー
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法は、内務大臣時代から移民に対してフランス社会への
「統合」を強く求めてきたサルコジが2007年５月に大
統領に就任して以降、制定が推し進められてきた法律で
あり、2006年移民法を補完し、徹底する法律としての
意義を有するものと評されている51。
3.2－2010年ブルカ禁止法の概要
　サルコジ政権の選択的移民政策の推進の下で、2009
年６月にはフランスの領土内におけるフルフェイスの
ヴェール（voile intégral）の着用状況に関する調査を行
うことが国民議会（下院）において決定され、その結果
として組織された国民議会調査団の報告書（2010年１
月26日付）にもとづいて制定されたのが2010年ブルカ
禁止法であった（図１参照）52。
　2010年ブルカ禁止法は、以下のように、公共空間に
おいて顔を隠すことを禁じている54。

-------------------------2010年10月11日の公共空間にお
いて顔を隠すことを禁止する法律55-----------------------

第１条　何人も、公共空間において、顔を隠すことを目
的とした衣服を身に着けてはならない。

第２条　第１条にいう公共空間とは、公道並びに公衆に
開かれた場所及び公役務のために供された場所
である。

　　２　顔を隠すための衣服の着用が法令によって認め
られるか許可されている場合、あるいは、健康
又は職業上の理由から正当化される場合に加
え、スポーツや祭典、芸術的又は伝統的な行事
の一環である場合には第１条は適用されない。

第３条　第１条に違反した者は、第２級違警罪に適用さ
れる罰金に処する。

　　２　前項の罰金と併せて又はこれに代えて、刑法典
第131-16条第８号の市民資格研修を行う義務
を課すことができる。

---------------------------------------------------------------------------------
　すなわち、第１条において公共空間において顔を
隠すための衣服の着用を禁止されることから、フラ
ン ス の 人 権 保 障 規 範 で あ る 憲 法 ブ ロ ッ ク（bloc de 
constitutionnalité）56で保障された基本的人権を侵害す
るのではないかという問題が提起されうる。
　この法案は、2010年７月13日に国民議会において、
同年９月14日には元老院においていずれも圧倒的多数
の賛成によって可決・成立した57。ただし、この法律
の大統領による審署がなされたのは同年10月11日であ
り、同法は2010年10月11日の法律として翌日付の官報
に掲載されている58。前述のとおり、元老院において法
案が可決・成立した後、大統領審署までに１か月近くの
日数を要したのは、法案成立後に両院議長があらかじめ
憲法院に対して合憲性審査を求めたためであり、それ
は2008年の憲法改正によって新設された QPC にもとづ
く事後的な合憲性審査の請求を想定してのことであっ
た59。
3.3－2010年ブルカ禁止法の合憲性に関する憲法院の判

断
　両院議長からの請求を受けて、憲法院は、2010年10
月７日に次のように2010年ブルカ禁止法を一部の留保
付きで合憲とする判決を下した60。同法の合憲性審査に
係る論点は、第１条に規定された公共空間において顔を
隠す衣服の着用禁止が基本的人権を侵害するものといえ
るか否かであり、ここで問題とされたのが、人権制約の
根拠となりうる「公序（ordre public）」という概念であ
る61。政府は、2010年ブルカ禁止法の法案立案に際し
て、あらかじめコンセイユ・デタに論点の諮問を行い、
これを受けたコンセイユ・デタは、2010年３月25日付
でこの論点を含む法案の問題点に対しての見解を示した
報告書を提出している62。当該コンセイユ・デタの報告
書では、フルフェイスのヴェールの着用を禁止すること
は、宗教的な意見表明の自由等と衝突するものであり、
公役務の要請にもとづいて本人の確認が必要となる場合
等を除いて、無条件にフルフェイスのヴェールの着用を
禁止することを正当化することはできないとの見解が示
されていた63。
　この点、憲法学者の中島宏氏は、当該コンセイユ・デ
タの報告書において人権制約の根拠となる新たな公序
概念が示された点に着目する64。すなわち、従来は「安
全・平穏・公衆衛生」という、有形で、具体的な基本概

フランスにおける2004年宗教的標章着用禁止法制定以降の移民政策と宗教的自由

図１　国民議会調査団の報告書におけるブルカ及びニカ
ブとヒジャブの図説53 
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念によって公序の概念が構成されていたのに対し、当該
コンセイユ・デタの報告書では社会生活において相互に
要請される「最小限の基礎（socle minimal）」65という、
無形で抽象的な新たな公序概念が示されているという指
摘である66。
　具体的には、そのように公序概念が位置づけられる場
合、他者との共生が求められる社会においては、社会生
活を送る中で自らの識別を妨げる目的で顔を隠し、社会
への帰属を否定することは許されないことになる67。逆
に、そのように公序概念を定義しない限り、顔を覆うフ
ルフェイスのヴェールの着用を禁止する法律が違憲とな
る可能性があることをコンセイユ・デタは指摘したので
ある68。
　そして、2010年ブルカ禁止法の合憲性審査に関す
る憲法院の判決では、参照すべき条文として、フラン
スにおける人権保障規範としての憲法ブロックのう
ち、1789年の人及び市民の権利宣言69の条文のうち第
４条、第５条及び第10条の３つの条文が列挙されてい
る（Considérant.3）。憲法院は、公共空間において顔を
隠すという慣行が「公共の安全（sécurité publique）」
にとって危険となることがあり、社会生活における最
小限の要求を無視するものであると指摘し、「自発的
であるか否かを問わず（volontairement ou non）」、顔
を隠す女性が排除された低い地位に置かれていること
は自由と平等を定めた憲法原則に明らかに反するもの
であり（Considérant.4）、同法の条文が公序の維持と
憲法上の権利の保障との調和を目的としていること等
を理由として2010年ブルカ禁止法を合憲と判断した
（Considérant.5）70。
　 憲 法 学 者 の ベ ー ラ ン ド・ マ テ ュ ー（Bertrand 
Mathieu）は、当該憲法院判決は前述のコンセイユ・デ
タが示した新しい公序概念を承認したものだと指摘す
る71。すなわち、コンセイユ・デタの報告書で示されて
いた抽象的な新たな公序概念を憲法院が容認したこと
は、他者との共生が求められる社会生活において自らの
宗教的意思の表明が法律によって妨げられる場合がある
ことを認めたわけであり、この点は2004年法の合憲性
の解釈と関係する憲法院の重要な判断といえる72。憲法
院が2010年ブルカ禁止法に合憲判決を下したことによ
り、同法は2010年10月11日に大統領審署がなされ、同
日付の法律として公布された後、2011年４月11日から
施行されることとなった。
3.4－2010年ブルカ禁止法のヨーロッパ人権条約適合性
　憲法院で合憲の判断が下された2010年ブルカ禁止法
は、ヨーロッパ人権条約73（以下、本節では条約とい
う。）との適合性をめぐりヨーロッパ人権裁判所に提
訴され、同裁判所の大法廷は2014年７月１日付で同法

は条約に違反するものではないとする判決を下してい
る74。本件の判決で参照されている条文は、条約第８
条（私生活および家族生活の尊重）、第９条（思想、良
心および宗教の自由）、第10条（表現の自由）及び第
14条（差別の禁止）であり、判決は、まず2010年ブ
ルカ禁止法が条約第８条と第９条に定められた正当な
権利の制約根拠に該当するかどうかという点について
判断している。条約第８条及び第９条では「公共の安
全」や「他の者の権利および自由の保護」のために法
律にもとづく「介入」が認められる場合がある旨を規
定しており、2010年ブルカ禁止法の目的がこの人権制
約が正当化される根拠に該当するか否かが検討された
（判決文 §110）。この点、判決は2010年ブルカ禁止
法の目的自体は条約に定められた人権制約が正当化され
る根拠の１つである「公共の安全」事項には該当する
ものの（同 §115）75、フルフェイスのヴェールの着用
が公的安全を害するほどの脅威となっているかどうか
についてフランス政府は十分な立証を行っていないと
して、条約第８条及び第９条の「公共の安全」のため
に必要な人権の制約とまでは認められないと判断した
（同 §139）。そのうえで、フランス政府も同法の目的
として重視してきた「社会生活における最小限の要請
（exigences minimales de la vie en société）」＝「共生
（vivre ensemble）」の条件こそが正当な目的として認
められるものであり、共生の条件を確保する措置である
場合に限り、2010年法の目的は正当化されるとの判断
を示した（同 §140-142）76。
　そして、2010年ブルカ禁止法の規定は特定の宗教を
規制の対象としたものではないこと（同 §151）、フル
フェイスのヴェールの着用はフランス社会における「共
生」の様式に反するものであるとしたフランス政府の主
張等を採用し（同 §153）、2010年ブルカ禁止法による
人権の制約が「他の者の権利および自由の保護」のため
の規制に該当すると判断されることから、条約第８条及
び第９条に反するものではないと判断した（同 §157-
159））。このような判断にもとづいて、同法のヨーロッ
パ人権条約との適合性が承認されたのである。

４－ Baby Loup 事件をめぐる破棄院の判断

　2004年法制定以降の宗教的自由をめぐる司法判断と
して注目を浴びたのが Baby Loup 事件である77。2008
年に事件が発生して以降、確定判決となった2014年６
月25日の破棄院大法廷判決78に至るまで、足かけ６年に
わたる裁判で争われたこの事件は、Baby Loup という
私立保育施設のイスラム教徒である女性職員が宗教的
標章としてスカーフを着用したことを理由として下さ
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れた解雇処分の有効性が争われた事件である79。原告女
性が勤務していた私立保育施設では、服務規定におい
て、1990年の設立当初から政治的・宗教的な中立性を
尊重・擁護する義務を負う旨が規定されていた。しか
し、2003年７月15日付で、当該服務規定が「職員各自
の良心及び宗教上の自由は、ライシテ並びに中立性の原
則に反してはならない」とライシテの語を含むより強い
表現へと改正された結果、2008年12月９日に原告女性
が復職した際に着用していたスカーフを脱ぐように命じ
られ、これを拒否したため停職処分となり、その後解雇
された。そこで、原告の女性は解雇処分の取消と損害賠
償を求めて提訴したのである80。
　この事件をめぐる裁判がメディアでもひと際注目され
たのが、破棄院が本件に対し原告の解雇を無効とする判
断を下した2013年３月19日の判決81である。当該破棄
院（社会部）の判決では、原告が私立保育施設の被雇用
者であり、したがって公役務（service public）に携わ
る者とはいえないことから、憲法第１条で規定されたラ
イシテの原則は適用されないこと、また、当該服務規定
の適用範囲も「一般的かつ不明確」であり、本件の解雇
が差別的であること等を理由として原判決（ヴェルサイ
ユ控訴院2011年10月27日判決）を破棄して解雇処分を
無効とし、本件をパリ控訴院（Cour d’appel de Paris）
へと移送した82。
　しかし、移送を受けたパリ控訴院は、2013年11月27
日に本件の解雇処分を適法とする判決を下している83。
その論拠は、補助金の交付を受けて運営される Baby 
Loup には中立性と公益性が求められるという見解に依
拠している。つまり、1989年子どもの権利条約等にお
いて乳幼児にも保障される思想・良心及び宗教的自由を
尊重するためには、当該施設の職員にも中立性の原則の
尊重が求められること等を理由として解雇処分を適法と
判断したのである。
　パリ控訴院は、当該服務規定の適用範囲について、敷
地内における乳幼児の活動や敷地外への引率といったも
のに限定されていること等を論拠に挙げ、2013年３月
19日の破棄院判決とは異なる結論を導いた。この結果、
2014年６月25日に再び破棄院で下された判決において
も、解雇処分を適法としたパリ控訴院の2013年11月27
日の判決が支持され84、公費としての補助金の交付を受
ける私立施設でも、中立性の要請の原則が認められる場
合には、職員等の宗教的標章等の着用が制限されうると
の判断が示されることとなった。
　なお、この判決後には、企業の内規に宗教的中立性
の原則を定めることを可能とする2016年８月８日の法
律85によって、他者の自由及び基本権の行使や企業の運
営の必要性から労働者に中立性を求め、その意思表明

を制限する内規を定めることができるとする労働法典
（Code du Travail）の改正が行われている（第 L.1321-
2-1条）86。

５－公私二分論にもとづくフランスモデルの
展開

5.1－イスラム系私立学校設置の加速化
　2004年法の制定以降、フランスではサルコジ政権下
で選択的移民政策及び2010年ブルカ禁止法の制定と
いったフランス社会への「統合」を求める政策が推し進
められてきた。2010年ブルカ禁止法の合憲性を審査し
た憲法院は、新たな「公序」の概念から同法を合憲と判
断し、ヨーロッパ人権裁判所はフランス社会における他
者との「共生」の観点からヨーロッパ人権条約との適合
性を認める判断を下した。こうした「統合」政策を追認
する法的判断が積み重ねられる中で、イスラム団体は独
自の私立学校を設立し、当該学校に対して教育法典の私
学助成規定にもとづいて公費助成を求める動きを加速さ
せている87。
　国際関係学者の松井真之介氏によれば、その動きは
2010年を契機として顕在化しており88、筆者が行った
イスラム学校代表者への聞き取り調査においても同様
の動向を聴取している89。松井氏の調査では、フランス
本土におけるイスラム系私立学校の設置はフランス北
部のオーベルヴィリエ（Aubervilliers）市にあるコレー
ジ ュ・ ラ・ レ ユ シ ッ ト（collège la réussite） が2001
年９月に開校したことが始まりであり90、次いでリー
ル市にリセ・アヴェロス（Lycée Averroès）が開校し、
2016年11月23日現在で68校のイスラム系私立学校が
存在しているとする。また、これとは別に、筆者がリ
セ・アヴェロスで行った聞き取り調査及び入手した資料
によれば、フランス国内に設置されているイスラム系の
私立学校（小学校、コレージュ及びリセ）は2016年３
月現在で55校（小学校33校、コレージュ14校、リセ８
校）であり、うち、小学校１校（マルセイユ）、リセ１
校（リール）がより高い公立学校への準拠が求められる
協同契約（Contrat d'association）（教育法典第 L.442-5
条）を締結して（政府からの補助金を受けて）運営がな
されている。
　また、この他にも、協同契約の締結を最終的な目標と
しつつ、公立学校への準拠度も補助金の交付額も低い単
純契約（Contrat simple）（同第 L.442-12条）を締結し
ている学校がコレージュ３校（マルセイユ、リヨン、モ
ンティニー・ル・ブルトンヌー）、リセ１校（リヨン）
あり、その他の非契約校も、協同契約の締結を目指すと
ともに、新たな学校の設置が進められている。
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5.2－イスラム系私立学校に対する私学助成の「統合」
と「分離」の側面

　上記のイスラム系私立学校の設立及び運営に関しては
以下の２点がとりわけ注目される。
　１つは、イスラム系私立学校の多くが補助金の交付
を受けた運営を目指し、私学助成規定にもとづく国
家（État）との私学助成契約の締結を目指していると
いう点である。協同契約を締結する場合には、国家
が定める「公立学校の教育課程と規則（les règles et 
programmes de l'enseignement public）」にしたがって
教育を実施し、学校を運営することが求められる。この
協同契約を締結した場合、教師の人件費は社会保険料を
含め政府が負担し、学校の運営に関する補助金を受ける
ことができるとともに、教員以外の職員雇用費の一部も
政府と地方自治体が負担することとなる。これに対し、
単純契約の場合は、当該学校の全部又は一部の授業のみ
に関して契約を締結することが可能であり、教師の所持
する免許・資格や公立学校教員の給与を考慮したうえで
人件費を国家が負担し、国家の教育及び財政上の監督を
受ける。したがって、多くのイスラム系私立学校が協同
契約の締結を目指していることは、教育内容や学校の運
営等に関して公立学校に準拠する構えがあることを意味
するものといえる。
　注目すべき２つめの点は、協同契約を締結した私立学
校においても、児童生徒の宗教的自由の保障として女
子生徒及び女性の教職員のスカーフ着用が容認されて
いる点である（図（写真）２参照）91。教育法典におけ
る私立学校に関する規定では、当該私立学校の「固有
の性格（caractère propre）」を維持しつつ、児童生徒の
「良心の自由を保障する（le respect total de la liberté 
de conscience）」（教育法典第 L.442-1条）原則が掲げら
れており、公立学校に準拠する運営と教育が求められる
協同契約及び単純契約の締結校においても、スカーフの
着用はこの原則にもとづいて容認されている。ここでは
2004年法で定められた公教育のライシテの原則の適用
の譲歩が認められている点が特筆される。
　そして、上記のイスラム系私立学校に対する私学助
成には次の２つの側面があるものと考えられる。１つ
は、教育課程や学校運営を公立学校に準拠させて補助金
を交付することで、当該イスラム系私立学校を政府の監
督に服せしめる側面である。これは教育行財政制度を介
した「統合」の側面といえるだろう。他方、２つには、
2004年法の制定過程で議論された公私二分論の表出と
いう側面である。公教育のライシテの原則が譲歩し、ス
カーフの着用が許容されるのは、あくまで私立学校に限
ることを明確にすることは、翻って、スカーフの着用と
いうイスラム教徒の宗教的自由は私的領域でのみ保障さ

れるという2004年法の法理と符合するものである。こ
の点は前者に対する「分離」の側面と見ることができ
る。
　イスラム学校急増の現象は、フランス社会における
「統合」と「分離」の２つの局面を端的に表す事例とい
えるであろう。

６－むすびにかえて

　2004年法の制定以降のフランスの移民教育について
の本稿での考察は以下の２点に要約することができる。
　１つは、2004年法の合憲性及びヨーロッパ人権条約
との適合性の問題である。トルコにおけるスカーフの着
用問題に関して判断された2004年６月29日のヨーロッ
パ人権裁判所の判決では、ライシテの歴史と宗教的標章
の着用の意義を当該国家の文脈において検討するという
判断が示されたことで、その後の2004年法に関連する
フランスの法解釈に大きな影響を与えた。加えて、サル
コジ政権での移民政策、とりわけ2010年ブルカ禁止法
に関する憲法院とヨーロッパ人権裁判所の判決の法理
は、公立学校で宗教的標章の着用を禁じる2004年法の
法的正統性をも間接的かつ堅固に認めるものであったと
評することができる。というのも、2010年ブルカ禁止
法の合憲性審査を行った憲法院は、事前に示されたコン
セイユ・デタの公序概念を援用し、無形で抽象的な公序
を脅かす存在を人権制約の根拠として認めているから
である。2004年のヨーロッパ人権裁判所の判決もまた、
ライシテをその国の文脈で自由と平等を保障するための
原則として位置づけた点からして、2004年法の法的正
統性を補完することとなった。
　２つには、そうした動向の下で、イスラム系移民は独
自の私立学校を設立・運営し、当該学校への公費助成を
求める運動を加速させているという現実がある。公立学
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校へのより強い準拠が求められる協同契約を締結してい
るイスラム学校においても、フランスの私学助成法の原
則である私立学校の「固有の性格」としてスカーフの着
用は容認されており、協同契約又は単純契約を締結する
イスラム学校の実数は2010年以降急増している。この
点は、私学助成という教育行財政制度を通じたイスラム
系移民の「統合」の側面として見ることができるもの
の、彼ら彼女らを私立学校という私的領域へと追いやる
「分離」政策として見立てられることも見過ごすことは
できない。
　しかしながら、こうしたイスラム学校に対する公費助
成を通じた教育行財政の構図は、憲法学者の樋口陽一氏
が指摘する「非西欧は認めるが反西欧は認めない」とい
うフランス社会の姿勢92を端的に示すもののようにも思
われる。すなわち、公費助成を受けるための協同契約又
は単純契約を締結する際には、教育内容を公立学校に準
拠させるなど、「共和国の学校」に準じる教育及び制度
上の制約が課せられることになる。国家との契約の下に
ある私立学校では、スカーフの着用を容認する一方、教
育法典に規定された「共和国の価値（les valeurs de la 
République）」の共有化原則等のフランスの教育原理は
貫徹されることになり、その構図は「非西欧」的価値と
の調整と見ることもできる。
　法律中心主義を伝統とするフランスにおいて1970年
代以降の憲法院の違憲審査機能の活性化や2008年の憲
法改正による違憲立法審査手続きの拡充、そして近年の
国際人権保障の動向の中でも、2004年法及び2010年ブ
ルカ禁止法はフランスにおけるライシテと諸自由の保障
という「憲法的伝統」の下で、その法的正統性が承認さ
れてきた。こうした動向の中で、フランス社会における
多文化共生をどのように構想できるのかが改めて問われ
ている。

※ 本 稿 は2019−2021年 度 科 研 費 助 成 事 業（ 学 術 研
究 助 成 基 金 助 成 金 ） 基 盤 研 究（C）（ 課 題 番 号：
19K01309）による研究成果の一部である。
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